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真にサステナブルなエネルギーは液体燃料
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【図表1】 わが国の石油備蓄量・備蓄日数の推移（各年度末）

　
　サステナブルな社会を目指すことの重要性は論をまたない。しかしサステ
ナブルな地球のために脱炭素を唱える日本人は多いが、サステナブルな日本
経済のために、エネルギーの安全保障の重要性を主張する日本人は何故か少
ない。４９年振りに起きた欧州のオイルショックは、日本にとって真にサス
テナブルなエネルギーが液体燃料であることを教えてくれた。　
 １.　オイルショックからの教訓
　１９７３年１０月１６日、今からおよそ５０年前に第四次中東戦争が勃発し
た。中東産油国は原油公示価格の引き上げや原油生産の段階的削減を打ち出
した。いわゆる第一次オイルショックである。米国のキッシンジャー国務長
官は、石油消費国であるＯＥＣＤ加盟国に働きかけて、石油供給危機回避を
目的にＩＥＡ（国際エネルギー機関）を設立した。
　ＩＥＡに加盟するための条件は、石油純輸入量の９０日分の備蓄義務だ。
消費国が一定の備蓄を保有することで、一時的な石油の供給途絶に耐え、エ
ネルギーの安全保障を図る対策だ。大量のタンクを作り維持管理するコスト
がかかるが、サステナブルな社会を築くためには必要不可欠であると考えら
れた。
　日本も１９７５年に石油備蓄法が制定され、【図表１】の通り民間備蓄と
国家備蓄が行われており、資源エネルギー庁によれば２０２３年７月末でも
合計２３７日分、７,６０５万KLが備蓄されている。民間備蓄のコストは石油
製品価格に転嫁されており、国家備蓄は税金で賄われている。

ロシアの軍事侵攻によるオイルショックから学ぶ、
真にサステナブルなエネルギーは液体燃料
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【図表２】米国石油在庫とWTI原油価格

　余談ながら当社は１９７８年から３年間、資源エネルギー庁の補助金を活用
して、原油固化備蓄システムを日本製鉄と共同で開発した。原油は危険物だ
が固化すれば危険物ではなくなるため、備蓄基地の人件費を大幅に削減でき
る画期的な備蓄システムだ。しかし地元での雇用創出を重視する国会議員か
らは不評であり、補助金によって完成した技術は採用されなかった。
　米国はもともと世界最大の石油輸入国であったため、共同して石油を備蓄
する必要性を消費国に主張した。しかし２００９年にシェール革命が起きると、
２０１９年にはサウジアラビアを上回る世界最大の産油国になり、今となって
は石油輸出国に変身している。必要な石油を全て自国で賄える米国にとって
備蓄は不要のはずだが、今も世界最大の石油備蓄を保有している。その備蓄
が大活躍したのは２０２２年のことだ。　

２.　４９年振りの欧州エネルギーショック
　ロシアのウクライナ侵攻により、欧州はエネルギー途絶の危機に陥った。　
４９年振りのエネルギーショックだ。欧州は天然ガスの３４％、石油の２２％を
ロシアからの輸入に頼っていた。ガスパイプライン、ノルドストリーム１，２は
完全に稼働停止したままだ。石油についてもロシアから２６０万Ｂ/Ｄ（日本の
需要の８０％相当）を輸入していたが、ロシアに対する経済制裁として、その
輸入をほとんど停止している。
　米国は２０２２年、１日平均６０万Ｂの戦略備蓄（ＳＰＲ）原油を放出し、同
年３月以降平均１５０万Ｂ/Ｄの石油をネットで輸出した。６億Ｂ弱あった戦
略備蓄は３．５億Ｂまで減少した。米国の備蓄放出がなければ、欧州経済はも
っと苦しみ、原油価格はさらに高騰しただろう。なお、２０２３年７月から原
油価格が再び上昇している。サウジが１００万Ｂ/Ｄの自主減産を始めたこと
がその主因だが、米国が備蓄放出から僅かながら備蓄積上に政策を転換した
ことも影響している。



　米国がここまで大胆に石油備蓄を放出したことは嘗てないことだ。そもそ
も１９９０年の東西ドイツ統一やインターネットの普及などによりグローバリゼ
ーションが進展し、世界各国が経済的な依存を深めれば、政治的な対立を回避
できるようになると多くの人々が期待していた。そうなればエネルギーの途絶
を心配する必要もなくなり、備蓄を持つ必要もなくなっていたかもしれない。
　残念ながら今も昔も日本には地下資源がなく、ほぼすべてのエネルギーを
海外からの輸入に依存している。従って日本のエネルギー安全保障には、米
国以上にエネルギーの備蓄が欠かせない。中国の台湾政策や海洋進出によっ
て、日本に再びエネルギーショックが来ることを想定せざるを得ない。　

３.　失われた日本の電力のサステナビリティー
　【図表３】の通り、１９７０年代日本の電源はその殆どが石油であり、国内
で販売される石油の多くが電力向けだった。その後日本の電源は、原子力と
ＬＮＧにシフトされ、東日本大震災後はＬＮＧと石炭に頼っている。

　ところが、ＬＮＧの国内在庫は２０日分、石炭でさえ３０日分程度である。備
蓄制度があるのは石油とＬＰＧ（１００日分）だけだが、備蓄はあっても石油火
力発電所がほとんど残っていない。１９７０年代は石油を備蓄すれば、燃料だ
けでなく電気の安全保障も図ることができたが、今は石油備蓄があっても使
える発電所は少ない。本来は日本の発電所の半分程度は石油火力発電所を残
し、石油備蓄を活用できるようにするべきだ。
　コロナ禍の２年目、厳冬となった２０２１年２月に、日本の電気需要が当初
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【図表３】
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の想定より伸び、一方で石炭火力発電所でのトラブルによって国内のＬＮＧの
在庫が異常に低下した。これを受けて９大電力各社がＬＮＧの海外スポット調
達を図ったため、アジアのＬＮＧ市況は一時期３倍近くに暴騰した。長期契約
に基づいて取引されることが多いＬＮＧの場合、ＳＰＯＴ品の流通量は限られ、
簡単に調達できるものではない。
　石炭であれば備蓄制度を取り入れ、半年分程度の備蓄を持つことはできな
くはない。しかし－１６２℃という極低温で保存しなければならないＬＮＧは、
そもそも備蓄に向かない。地震のない欧州は、８０日近い天然ガスを地下の
岩盤内に常温で貯蔵しており、冬場の需要増大に備えているが、地震国日本
では天然ガスを安定的に地下に貯蔵する場所がほとんどない。
　日本の製造業の多くが石油から都市ガスに燃料転換しており、ＬＮＧの輸入
に支障をきたせば、エネルギー多消費型の工場の稼働を止めざるを得ない。
まして電力供給が止まった時、特にそれが酷暑や厳冬の時であれば、日本人
の生命は危機的状況に陥ることになる。石油備蓄があっても活用できず、備
蓄のないエネルギーに頼る日本社会は、既にサステナブルな社会とは言えない。

４.　不安定な再生エネルギーの供給
　【図表３】に示した通り、ＦＩＴ制度によって日本の太陽光発電は飛躍的に
発展し、電力構成の１０％を占めるようになった。今後は風力発電の伸びも
期待されている。しかしこれらの再生エネルギーにはそもそも需要に合った
発電を期待できず、エネルギーの安全を保障するエネルギーとはなり得ない。
　原子力発電は脱炭素にも寄与し、国内に約３年分の濃縮ウラン在庫がある
ため、サステナブルな電源になり得る。福島原発のメルトダウン事故が発生
するまでは、世界で嘱望されたエネルギーだった。岸田政権は原子力の復活
を図ろうとしているが、福島事故を受けてドイツでは２０２３年ついに原子力
発電を全廃している。国内の原発は福島事故の後、廃炉が相次ぐ一方で新設
が困難であり、将来的に十分な発電能力を期待できない。
　水素エネルギー社会の到来を期待する声は大きく、日本政府も巨額の研究
開発資金を水素関連技術に投入している。水素を－２５３℃まで冷やして液化
することは可能だが、水素を液化するコストは水素を作るコストよりはるか
に高く、また－１６２℃のＬＮＧより長期備蓄には適さない。
　トルエンに水素を反応させＭＣＨ（メチルシクロヘキサン）を作り、常温タ
ンカーで輸入して国内に備蓄し、必要に応じてＭＣＨから水素を分離して、元
のトルエンに戻して、これをまた常温タンカーで送り返す技術も開発されて
いる。しかしＭＣＨから分離できる水素はＭＣＨの６％であり、長期備蓄には
膨大な量のタンクが必要となる。【図表４参照】
　グリーン水素からアンモニア（ＮＨ３）やメタノール（ＣＨ３ＯＨ）を作り、常
温で輸入する方が水素そのものを輸入するよりはるかに経済的であり、将来
的にはこれらの液体燃料が国内の火力発電の燃料として一定割合を担うこと
になるだろう。しかしそれでも、これらの体積エネルギー密度は石油に比べ
るとはるかに小さく、２～３倍の備蓄用タンクが必要になってしまう。石油の
備蓄性能の高さは、他の追随を許さない。
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５.　 脱炭素リーダー諸国の方針転換
　ドイツ人は生真面目であり、理論的だ。ナチスヒトラーは自然回帰主義、有
機農法、森林保護、動物保護などエコロジー運動を推進し、環境原理主義的要
素を持っていた。そのドイツ人が緑の党を支持するのは尤もなことである。
ＣＯ２温暖化説というプロパガンダに対して、一切の異論を許さない言論統制
もナチスを彷彿させる。
　そもそもドイツは大西洋からの安定した偏西風に恵まれ、台風も雷もない。
西海岸には大陸棚が広がり洋上風力発電のコストは、日本の４分の１と安い。
送電網が不足して再エネが送電できないことに悩むほどだった。再エネに恵
まれたドイツとしては脱炭素を世界に義務付け、ルール化することで、８０年
前の様に再び世界で最も優位な立場に立てるはずだった。
　しかしロシアのウクライナ侵攻と、それに伴うエネルギーの供給停止で、計
算は狂ってしまった。ドイツのエネルギー多消費型産業は、次々と海外に移転
している。米国の天然ガス価格はウクライナ侵攻前に戻っているが、欧州で
はいまだに、２.５倍高いままだ。加えて原子力発電の廃止が電気代を高騰さ
せている。その結果ドイツでも英国でも脱炭素政策は、方針転換を余儀なくさ
れている。
　従前ハイブリッド車を目の敵にして「２０３５年以降のエンジン車販売禁止」
を打ち出していたＥＵは、２０２３年３月、合成燃料（６章参照）を使用すれば
エンジン車の新車販売を認めることをドイツ政府と合意した。まさにトヨタ
自動車が当初から主張してきた通りの当然の結論に回帰したことになる。
　「世界最大の再エネ電力会社」になることを目標としていたシェルは、エク
ソンモービルなど米国石油企業との競争に劣後し、２０２３年６月計画中の電
力事業から撤退し、ＬＮＧ増産に舵を切った。社名を「British Petroleum」から
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「Beyond Petroleum」に再定義したＢＰも同年９月には「低炭素エネル
ギーへの移行に投資しつつ、必要な場所では石油・ガスも供給を続ける」と
表明した。翌１０月、エクソンモービルは米国のシェールオイル企業を８．８兆
円で買収することを発表している。
　一方で脱炭素のための技術である太陽光パネル、リチウム電池、風力発電
タービンは、いずれも中国が圧倒的シェアを持つようになった。何故ならこ
れらの製品の製造には大量の電力が必要であり、発電コストが圧倒的に安い
中国に他国は対抗できないのだ。では何故中国の電気は安いのか？ちなみに
２０２１年に中国で新設された石炭火力発電所は２６ＧＷ（日本の既設の石炭
火力は合計で５７ＧＷ）。２０２２年の世界の石炭消費量は前年比６．３％増加
しているが、中国のそれは８．８％の増加である。
　ドイツが極端なグリーン政策を世界に強要する一方で、中国の製造業が発
展し、中国の石炭消費が増えている。これを「すいか」（外は緑で中は赤）と
揶揄する人は多い。見せかけだけでなく本気で脱炭素をするならＣＯ２まみ
れの中国製品など買うべきでない。中国とのデカップリングが進み中国向け
の輸出入が低迷し、エネルギー高騰と相俟って、ドイツの経済は世界の中で突
出して低迷し、ドイツ緑の党の支持率も失速している。　

６.　日本が投資すべきは合成燃料の技術開発
　ＥＵが認めた合成燃料（e-Fuel）は、グリーン電気から水素を作り、これに
ＣＯ２を化合させて合成する炭化水素（ＣnＨ２n＋２）であり、石油とほぼ同じ性
状だ。大気中や、発電所等の排気ガスに含まれるＣＯ２を回収して再利用（Ｃ
ＣＵ：Carbon Capture & Utilization)するため、ＣＯ２は循環するだけで、発電
所で合成燃料を燃焼させてもＣＯ２が大気中に増えることは無い。まさに循環
型エネルギーと呼ぶことができる。
　

　合成燃料の課題は、大量のグリーン水素を必要とするため、そのコストを徹
底的に下げる必要があることだ。資源エネルギー庁の試算＊によれば、グリー
ン水素を２０円/Ｎ㎥で作れれば、合成燃料は現在の技術で２００円/Ｌで製
造できる。現在の石油製品の高々２倍の価格である。技術開発によって更に
コストダウンが可能だろう。

長期備蓄発電所等

合成燃料製造

水素製造

グリーン水素

合成燃料輸送

グリーン電気

CO   回収・輸送

合成燃料

２

CO２ e-fuel日 本

グリーン水素

合成燃料輸送

強風・赤道地域
グリーン電気

CO   回収・輸送

合成燃料

２

CO２ e-fuel

【図表 5】循環型エネルギー 合成燃料
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　ではグリーン水素を２０円/N㎥で作れるのだろうか？　南米チリは風力に恵
まれた世界屈指の風力発電適地であり、風力の稼働率は７５％に及ぶ。これ
は欧州の５０％、日本の２５％と比較して遥かに高い。ＮＥＤＯ＊＊によれ
ば、２０３０年のチリの風力発電コストは２．２円/ＫＷｈであり、この電気か
ら作られる水素のコストは１３．８～１５．５円/Ｎ㎥と試算されている。
　既にＨＩＦ社がチリで進めているHaru Oni（原住民の言葉で「強風」を意
味する）プロジェクトでは、２０２１年にパイロットプラントが稼働し１３０
ＫＬ/年の合成燃料が生産され、２０２４年に向けて５５，０００ＫＬ/年のプラ
ント建設が始まっている。チリ国営エネルギー会社を中心にポルシェ、シーメ
ンス、エクソンモービルが参加している。
　赤道に近く太陽光発電コストの安いサウジアラビアが２０２１年に入札した
太陽光発電の単価は１¢/KWｈ（＝１．５円/KWｈ）と報道されている。赤道直下
もチリの強風地帯も、居住に適さず電力需要も少ない。電気も水素も運ぶこ
とが難しいエネルギーだが、液体燃料にしてしまえば、既存のインフラである
タンカーや備蓄タンクがそのまま使える。
　国内のグリーン電気は通常１０～２０円 /ＫＷｈであり、桁違いに高い。この
電気を使って水素や合成燃料を作るのは勿体ない。国内のグリーン電気はそ
のまま電気としてＥＶで利用すべきだ。国内のグリーン電気から水素を製造
し水素自動車を走らせると、エネルギーを変換する過程でのエネルギー変換ロ
スが大きく、有効活用できるエネルギーは４分の１になってしまう。
　一方で国内には太陽光発電所が増えすぎたため、発電量が需要よりも多くな
ると、出力を制限しなければならず、貴重なグリーン電力が捨てられている。
日本各地に合成燃料の製造設備を作れば、グリーン電力の出力制限が不要に
なり、これまで捨てられてきた電気を有効活用して合成燃料を作ることがで
きる。エネルギー密度の小さい蓄電池に電気を貯蔵するより、効果的にエネ
ルギーを貯蔵し活用できる。結果的に電力の需給バランスを維持することも
今より容易になり、地方の雇用創出にもつながる。
　液体燃料の存在価値は、ハンドリング性とエネルギー密度【図表４参照】
の高さである。この２点で液体燃料を凌駕するエネルギーはなく、また他の追
随を許さない。結果的にトラック・バス・船・飛行機など、移動体に搭載するエ
ネルギーとしては、将来的にも液体燃料以外の選択肢はないと言える。小型の
車両はＥＶ化ができても、電池のエネルギー密度が桁違いに低いため、大型の
移動体についてＥＶ化は困難だ。しかも本提言のテーマであるエネルギーの
安全保障を考えたとき、液体燃料ほど効率的に長期にわたって備蓄できるエ
ネルギーは他にない。
　無資源国であり、グリーン電力製造コストが欧米や中国より遥かに高い日
本は、合成燃料の技術開発にこそ投資を集中すべきである。液体燃料である
合成燃料を実用化させることができれば、脱炭素とエネルギーの安全保障を
同時に達成でき、真にサステナブルな日本社会を築くことができる。

＊資源エネルギー庁　合成燃料研究会　2021.4
＊＊ＮＥＤＯ燃料電池・水素技術開発ロードマップ　2023.2


